
1 

 

主催者挨拶 

 

皆様こんにちは。公益財団法人日本海事センター会長の宿利正史です。 

 

本日の海事立国フォーラムには、この会場にも、またオンラインでも、大変多くの皆

様にご参加いただいております。誠にありがとうございます。 

 

日本海事センターは、我が国の海事分野の中核的な公益財団法人として、国内外の動

向に的確に対応しつつ、海事分野の振興を目的として、専門的な研究調査を行うととも

に、産・官・学連携のプラットフォームの役割を果たし、さらに海事関係団体の公益活

動に対する助成や海事図書館の運営などを行っています。 

これらの活動の一環として、海事分野の重要性について広く国民の皆様のご理解をい

ただくために、２００７年より「海事立国フォーラム」を開催しており、今回で 3３回

目を迎えることになりました。 

 

東京での海事立国フォーラムの開催は、２０２１年１０月以来となりますが、この

間、２０２２年８月に兵庫県神戸市で、２０２３年２月に沖縄県那覇市、１０月に三重

県鳥羽市でフォーラムを開催してきました。いずれも、それぞれ神戸市長、沖縄県知

事、三重県知事をはじめ地元から多くの皆様にご参加いただき、大変盛況に開催するこ

とができました。 

 

本日の海事立国フォーラムの開催に当たりまして、多大なご協力を賜りました国土交

通省海事局、日本船主協会、日本造船工業会、日本内航海運組合総連合会など多くの関

係者の皆様に、心から感謝申し上げます。 

 

当センターでは、海事立国フォーラムに加え、2022年から、新たにオンラインを活用

して「JMC海事振興セミナー」を開催しています。その時々の関心の高い重要なテーマ

をとりあげて、最新の情報を共有し、関係者で議論するもので、すでに８回のセミナー

を開催し、回を重ねるごとに、幅広い分野から多くの皆様にご参加いただいておりま

す。 

 

さて、最近の海事をめぐる動向に目を向けますと、国際情勢はますます流動化・不確

実化しており、昨年末からは、紅海においてイエメンの反政府武装組織フーシ派による

商船への攻撃が相次ぎ、多くの商船が紅海・アデン湾を経由せず、喜望峰経由のルート
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に変更するなどの措置を余儀なくされています。これに伴い、輸送の遅れやコストの上

昇など、グローバルサプライチェーンに大きな影響が出つつあります。 

国内においては、物流の「2024年問題」への対応として、内航海運へのモーダルシフ

トの期待が高まる一方、船員の確保・育成と定着が大きな課題となっています。 

 

一方、脱炭素化については、2050年カーボンニュートラルに向けて、国際海事機関

（ＩＭＯ）において GＨＧ削減に向けた中期対策の議論が本格化しており、また、先行

してＥＵにおいては、EＵ域内を発着する船舶に対し、今年から欧州の排出量取引制度

（ＥＵ－ＥＴＳ）が適用され、船主等において温暖化ガス排出量に応じた排出枠購入の

必要が生じることとなりました。 

造船の分野においても、ゼロエミッションに向けた次世代船舶の開発が急ピッチで進

められており、内航海運の分野においても脱炭素化の取組が急務の課題です。 

 

さらに、自動運航船の実用化に向けた取組など、新しいテクノロジーを活用した海事

イノベーションの動きも加速しており、海運分野におけるＧＸ・DＸに対応した船員等

のスキルの向上や、洋上風力などの新たな分野の展開に向けた人材の育成など、海運・

造船業界を挙げて、中長期的な視点に立って、計画的に海事人材の確保・育成に取り組

んでいく必要があります。 

当センターでは、昨年 11月に私と野村上席研究員がスウェーデンのマルメを訪れ、

同市にある世界海事大学（ＷＭＵ）と共催で「新技術が創る船員の未来について」とい

うテーマでシンポジウムを開催いたしました。大変有意義なシンポジウムでしたが、当

センターのホームページでこのシンポジウムの映像を公開しておりますので、ご関心を

お持ちの方は是非ご覧いただきたいと思います。 

 

これらの内外における様々な課題への対応は、いずれも我が国の海事産業にとって

「チャレンジ」でありますが、同時に、我が国の海事産業が国際競争力を高め、真に持

続可能な基幹産業として飛躍・発展していくための大きな「チャンス」でもあります。 

 

我が国においては、２０２１年にいわゆる海事産業強化法が制定され、海運業と造船

業が連動して、我が国の海事産業全体が業種の垣根を超えて好循環を生み出し、共に成

長するための支援措置等が用意されており、船員の働き方改革をはじめすでに同法に基

づく取組が進められているところです。 

 

本日の海事立国フォーラムでは、我が国の経済社会を支える基幹産業であり、かつ、
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経済安全保障の担い手である海事産業が、時代の大きな変化の中で、産業の革新に向け

てどのように取り組んでいるのか、また、海事産業の持続的な成長と新たな飛躍に向け

て今後さらにどのような取組や施策が求められるのか、といったテーマについて、皆様

と一緒に考え、そして今後の展望についても考察してみたいと思います。 

 

さて本日は、まず国土交通省の海谷厚志海事局長による基調講演の後、日本船主協会

の明珍幸一会長、日本造船工業会の金花芳則会長、日本内航海運組合総連合会の栗林宏

吉会長、神戸大学の羽原敬二客員教授、運輸総合研究所特任研究員 兼 東海大学海洋研

究所特任教授の大坪新一郎元国土交通省海事局長から講演をしていただきます。 

続いて一橋大学の杉山武彦名誉教授をモデレーターとして、6名の講演者の皆様をパ

ネリストとして議論を行っていただきます。 

 

 最後になりますが、本日の海事立国フォーラムへのご参加に対し、改めて御礼申し上

げますとともに、本日のフォーラムが、皆様にとりまして、今後の取組への有益な示唆

に富むものとなり、また交流の場として有益な機会となりますことを祈念いたしまし

て、私のご挨拶といたします。 

 

                              


